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第Ⅱ期高知県脱炭素社会推進アクションプランの策定について （環境計画推進課）

１ 策定の背景

近年、二酸化炭素をはじめとする温室効果ガス

の増加によって、地球温暖化が進み、様々な気候

変動の影響が生じており、今後、豪雨や猛暑のリ

スクが更に高まることが予測されています。2018

年10月に公表された「IPCC1.5℃特別報告書」で

は、パリ協定（2015年に採択された気候変動抑制

に関する多国間の国際的な協定）の目的である産

業革命以降の世界の平均気温の上昇を1.5℃未満

に抑える必要性が指摘されました。このために

は、2050年頃までに温室効果ガスの排出量を「実

質ゼロ※1」（＝カーボンニュートラル）にする必

要があります。

一方、企業や金融機関においても、パリ協定を

契機に、ESG金融(※2)の動きなどとあいまって、

脱炭素化を企業経営に取り組む動きが世界的に進

展しています。また、サプライチェーンを含んだ

排出量削減を目指す動きが加速化していることに

加えて、SDGs（持続可能な開発目標）の達成をは

じめとした地球規模での課題への対応が求められ

ています。

こうした中、国は、2020年10月に2050年のカー

ボンニュートラル宣言を行い、グリーン成長戦略

を策定して「経済と環境の好循環」の実現を目指

し取組を進めています。また、2021年10月には、

国の2030年度の温室効果ガス排出量削減目標について、「2013年度比で46％削減することを目指し、さ

らに50％の高みに向けて挑戦する」ことを決定し、取組を加速していくこととしています。

このような状況を受け、本県においても、2020年12月に「2050年のカーボンニュートラルの実現に向

けて取り組む」ことを宣言し、「2050年カーボンニュートラルの実現」と「経済と環境の好循環」の創

出に向けた行動計画として、2022年３月には森林率全国１位の森林資源といった豊富な自然資源などの

本県の強みや特色を生かした「高知県脱炭素社会推進アクションプラン」（第Ⅰ期）（以下、「第Ⅰ期ア

クションプラン」という。）を策定しました。

この第Ⅰ期アクションプランの取組をとおして、県内の脱炭素化に向けた意識が向上してきており、

事業者や家庭における太陽光発電の導入拡大や、全国的にも先進的な県内市町村の取組などが大きく進

みました。一方で、新型コロナウイルス感染症の拡大と、それに伴う新たな生活様式の浸透や、ロシア

によるウクライナ侵攻が契機となった原油・電気料金の高騰など、日々の暮らしを取り巻く状況も大き

く変化してきています。

アクションプランの目標達成のためには、こうした社会情勢の変化に伴う状況の変化をしっかりと捉

えて、引き続き本県の強みである豊かな自然資源を生かした取組を強化していく必要があります。その

ため、第Ⅰ期アクションプランの取組による成果や見えてきた課題を踏まえ、2024年３月には事業者・

県民・行政によるオール高知での取組をより一層進化させた「第Ⅱ期高知県脱炭素社会推進アクション

プラン」（以下、「第Ⅱ期アクションプラン」）を策定しました。

※カーボンニュートラル：

「温室効果ガス排出量＝森林等の吸収量」とし、実質

的な温室効果ガス排出量をゼロにすること

※ESG 金融：

投資判断において、従来の財務情報に加え、環境

（Environment）、社会（Social）、企業統治
（Governance）に関する非財務情報を考慮した投資行
動をとること。
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２ 第Ⅱ期高知県脱炭素社会推進アクションプランの概要

（１）第Ⅱ期高知県脱炭素社会推進アクションプランの位置付け

第Ⅱ期アクションプランは、「2050 年カーボンニュートラル

の実現」と「経済と環境の好循環」の創出に向けて、本県の温

室効果ガス排出量削減目標等を定めた「高知県地球温暖化対策

実行計画」や、再生可能エネルギーの推進を図る「高知県新エ

ネルギービジョン」の取組に加え、直近の国の動きや、グリー

ン化関連産業の育成、SDGs を意識した取組などの新たな取組を

盛り込んだ行動計画です。

アクションプランでは、2050 年の目指すべき将来像を示すと

ともに、その中期目標となる 2030 年度の数値目標（温室効果ガ

ス排出量削減目標）について、「2013 年度比で 47％以上削減」

することとし、取組を強化しています。

また、温室効果ガス排出量の削減とともに、本県の特色を生

かした、脱炭素化に資する新たな産業の育成など、「経済と環境

の好循環」の創出に向けた取組も進めていきます。

本県の豊かな自然環境を守り次世代に引き継いでいくためにも、カーボンニュートラルの実現に向

けて、多くの方々のご理解とご協力をいただきながら、県民・事業者・行政等が一丸となったオール

高知で取り組んでいきます。

（２）計画期間

計画期間は、県の基本政策の一つである「第５期高知県産業振興計画」の期間と合わせ、2022 年度

（令和４年度）から 2023 年度（令和５年度）までを第Ⅰ期、2024 年度（令和６年度）から 2027 年度

（令和９年度）までを第Ⅱ期としています。

（３）カーボンニュートラル実現に向けた基本的な考え方と取組内容

温室効果ガス排出量の削減やカーボンニュートラルの実現に向けては、高知県の排出量の多く（約

７割）を占めているエネルギー起源 CO2 への対策が重要であることから、本県の豊かな自然資源を最

大限活用したアプローチによる取組を実施します。

具体的には、①省エネ・②電化・③電力の再エネ化をそれぞれ推進することにより、化石燃料由来

のエネルギーの削減を図るとともに、④吸収源対策を強化することにより、カーボンニュートラルの

実現を目指します。

アクションプランの取組推進に当たっては、３つの柱を中心に「カーボンニュートラル」「経済と環境の

好循環」に挑戦します。
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（４）削減目標

アクションプランでは、2030 年度までに、温室効果ガス排出量を 2013 年度比で 47％以上削減する

ことを中期目標ととして、2050 年カーボンニュートラルの実現に向け、取組を推進していくこととし

ています。

（５）推進体制

高知県の脱炭素社会の実現に向けては、県民・事業者・行政等が一体となってオール高知で取組を

推進していくこととしています。

県では、令和４年度に知事を本部長とする「高知県脱炭素社会推進本部」を立ち上げました。この

本部会を通じて、アクションプランの取組の推進・進捗管理を行うとともに、学識経験者や各産業分

野の団体代表者等で構成される外部委員会「高知県脱炭素社会推進協議会」に進捗等の報告を行い、

助言等をいただき、PDCA サイクルを回しながら取組を推進していきます。
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